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研究成果の概要（和文）： 
 本研究では、健康被害事件発生時における社会の反応について、事件に関する新聞報道量を

用いて一定の基準による定量化を実施した。また、事件が発生した当時の社会的状況や一般国

民の心理について、当時の発表資料やアンケート調査をもとに検証し、再現を試みた。健康被

害事件の発生時における適切なコミュニケーション手法について検討を行った。 
 
研究成果の概要（英文）： 

In this study, we quantified the social reaction to affairs with health hazards by the 
amount of media reporting (ex. newspaper) about the affairs. We also confirmed and tried 
to reproduce social situations and a civil peoples’ mental state on the bases of the published 
documents and questionnaire surveys. And, we examined a riskcommunication method 
appropriate for a situation when an affair with health hazards occurs. 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００８年度 4,400,000 1,320,000 5,720,000 

２００９年度 4,000,000 1,200,000 5,200,000 

２０１０年度 4,000,000 1,200,000 5,200,000 

総 計 12,400,000 3,720,000 16,120,000 

 
 
研究分野：複合新領域 
科研費の分科・細目：社会・安全システム科学 
キーワード：社会の防災力（避難、パニック、情報伝達、ハザードマップ）、リスク分析 
 
 
 
１．研究開始当初の背景 

近年発生した食品に起因する健康被害リ
スクにおいては、その被害発生メカニズム
の未知性や、被害時の様態の悲惨さから、
「科学的・客観的なリスク水準」に見合わ
ない消費者の過剰な反応や、それによる甚
大な被害が発生しているケースが多々見ら
れる。(図 1 参照) 

図 1 リスクにおける過剰反応 

 
例えば 2001 年に国内で発生した BSE 事
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実際のリスク
科学的評価

リスクの性質によって拡大
⇒過剰反応認識されるリスク



 

 

件では、リスクが顕在化していない(国内で
の感染牛の摂食により vCJD が発症した消
費者)が未発生であるにも関わらず、発生か
ら１年間に酪農家、食品加工業、公務員等
多くの関係者が事件を理由に自殺した。 
このように、「被害発生について未知性の

部分が大きい」、「被害様態の悲惨である」
等、ある特定の特性を有するリスクについ
ては、その「科学的・客観的なリスク」に
起因する被害よりも、むしろそれに対する
過剰反応によってもたらされる被害の方が
大きいケースの存在が推察される。 
また、このような事態は、社会全体に健

康被害をもたらす可能性を持つリスク全般
において生起し得る。例えば、「内分泌かく
乱物質」、「ダイオキシン類」、「SARS」、「新
型インフルエンザ」、「タミフル」などでは、
既に過剰反応が起こっている可能性も危惧
されるが、これまで十分な検証がなされた
事例は無い。 

 
２．研究の目的 

健康被害でのリスクコミュニケーション
は極めて重要であるが、これがうまくいか
ない事も多く、時には社会的なパニックに
陥りがちである。その結果として、本来予
測される被害を遥かに上回る副次的な被害
が出ることが多い。これは、「科学的・客観
的なリスク水準」に見合わない消費者の過
剰な反応（以下、過剰反応という）が起こ
り、これによる甚大な被害が発生している
ケースと考えられる。本研究開発は、研究
代表者がこれまでに食品事件における過剰
反応の確認や予想に関して開発した方法論
を、健康被害全般にわたり応用することで、
健康被害リスクにおける過剰反応の有無の
確認とその予測を目的とする。 
具体的には、各健康被害リスクの報道量

を数量化し、その大きさを定量化すること
により、ある健康被害リスクが社会に与え
たインパクトの相対評価を可能にし、リス
クと社会反応とのミスマッチを確認し、社
会的な過剰反応の発生の確認を行う。さら
に、過去に発生した事件がもし現在起きた
とすれば一般消費者の反応はどうなるかを
定量化し、当時の現象とのギャップを明確
にする。また、この手法を発展させ、一般
消費者の過剰反応とそれによる被害の発生
確認、事前察知手法、及びコミュニケーシ
ョン手法を開発する。 

 
３．研究の方法 
(1) 過剰反応の発生状況の定量分析 
① 社会反応の定量化 
近年発生した、医療における主要な健康危

機事件について、全国 5 大紙（朝日新聞、産
経新聞、日本経済新聞、毎日新聞、読売新聞）

の東京版について、事件に関連する記事を抽
出し、事件発生から 31日単位で整理した。
記事の抽出は日経テレコン 21 を用いた。具
体的な事件と検索対象期間およびキーワー
ドは表１のとおりである。また、このデータ
を元に、主任研究者らが考案した社会反応指
数を算出した。社会反応指数は、全紙面に占
める文字数の割合による指数①と、指数①に
記事数の要素を加味した指数②があり、以下
の式で表される。 
 
指数①＝記事の平均文字数/日 ÷ 新聞当り
全文字数  
指数②＝（ 掲載記事の文字数(a)＋掲載記事
数×係数(b) ）/1000［単位：Imp］ 
(a)量を表す指数 (b)頻度を表す指数（(a)
と等価化するために係数（BSE事件の平均文
字数/記事)を乗じる） 

表 1 対象とした事件および検索概要 
事件名 発生年 検索期間 キーワード

タミフル　健
康被害との関
連疑い

2005 2005/11/7～2005/12/7 タミフル

タミフル　異
常行動との関
連疑い

2007 2007/2/28～2007/3/30 タミフル

タミフル　使
用禁止

2007 2007/3/20～2007/4/19 タミフル

中国製やせ
薬

2002 2002/07/13-2002/08/12
中国製
and やせ

福島大野病
院事件　発生
期

2004 2004/12/17～2005/1/16 大野病院

福島大野病
院事件　執刀
医逮捕

2006 2006/2/18～2006/3/20 大野病院

奈良産科タラ
イ回し事件
大淀病院事
件発生

2006 2006/8/16～2006/9/15
奈良 and
妊婦 and
死亡

奈良産科タラ
イ回し事件
大淀病院事
件報道

2006 2006/10/17～2006/11/16
奈良 and
妊婦 and
死亡

奈良産科タラ
イ回し事件
搬送中の妊
婦が死産

2007 2007/8/29～2007/9/28
奈良 and
妊婦 and
死亡

都立墨東病
院事件

2008 2008/10/22～2008/11/21
墨東 and
妊婦 and
死亡

杏林大学病
院事件

2008 2008/11/5～2008/12/5
杏林 and
妊婦 and
拒否  

 

② タミフルに関する医師意識調査 
タミフルに関する意識について、医師を

対象とした Web アンケート調査を 2009 年
2 月 2 日～2009 年 2 月 11 日に実施した。
4495 件の回答依頼に対し、124 件の有効回
答を得た。 

 
(2) 報道機関における過剰反応の特性把握 
① 医療に関する健康被害の論調の推移 

全国 5 大紙（朝日新聞、産経新聞、日本
経済新聞、毎日新聞、読売新聞）の記事に



 

 

ついて、1993 年から 2007 年までで「医師
不足」と「医療事故」を検索キーワードと
した新聞記事数を収集した。記事数の収集
は日経テレコン 21 を用いた。 

 
② 健康被害発生時における事実関係の発生

と公的発表、報道量・論調の変化の関係 
平成 19年に奈良県橿原市で発生した産科

たらい回し事件について、発生した事象お
よび公的機関や奈良県立医科大学による報
道発表等を整理し、事件の事実関係をとり
まとめるとともに、新聞報道について、文
字数・記事数の定量的指標と記事内容の論
調について整理し、とりまとめを行った。 

 
(3) 一般消費者における過剰反応の再現性

の検証手法の確立 
① 前立腺がん検診に関する不利益情報提供

による受診者の選好の変化 
インターネット調査 
モニター数 144 万人を有するインターネ

ットリサーチ会社の協力を得て、2010 年 2
月 12日に前立腺がん検診に関するインター
ネットアンケート調査を実施した。50－69
歳男性 132,000 人からランダムに抽出した
3,596 人に調査依頼のメールを送り、24 時
間以内に 1800 人(50.1％)の回答を得た。 
前立腺がん検診に関する選好 
対象集団はランダムに Group A・B の 2

グループ（各 900 名）に振り分けられた。
Group A は前立腺がん検診の手順の説明、
検診陽性率(8％)、および死亡率減少効果（前
立腺がん死亡が 20％減少する）に関する情
報を提示された。Group B は左記に加えて、
偽陽性率(60％)・偽陰性率（20–30%）、前立
腺生検のリスク(15％に感染・出血を合併し、
0.7％は入院治療を要する)および過剰診断
(検診発見癌の 10％は臨床的に重要でない
がん)といった不利益情報を提供された。 
被験者は前立腺がん検診に対する支払意

思額(Willingness to pay, WTP)について、二
段 階 二 肢 選 択 法 (double-bound 
dichotomous choice method)により質問さ
れた。最後に受診者の背景情報として、平
均世帯年収、がん家族歴、前立腺がん検診
受診歴、入院歴が質問された。 
 
統計解析 

Groups A および B の受諾率曲線を同一
平面状に作図した。ワイブル回帰モデル
(Weibull regression model) を用いて平均
支払意思額に影響する要因を分析した。モ
デルは以下の Weibull 分布に近似された。 

S(T) =exp[-exp{(lnT-βi Xi)/ σ}]  
T：提示額, S(T)：受諾率, Xi ：説明変数, 
βi ：説明変数の係数， σ：定数項 

 

② 硫化水素自殺―報道とアウトブレイクの
関連性 

データソース 
(1) 警察庁の自殺統計・月次データ、(2)5

大新聞（日経・読売・朝日・毎日・産経）に
2008 年に掲載された硫化水素自殺に関する
報道件数の日次データ、および(3) Google の
Insight for Search2),3)を用いて「硫化水素」
「自殺」をサーチタームとするインターネッ
ト検索件数の週次データを用いた。データ
(1)(2)を用いて 2008 年 2 月第 1 週から 9 月
第 4週までの週次の硫化水素自殺者数を推計
した。 
統計分析 
被説明変数を硫化水素自殺者数、説明変数

を新聞報道数、インターネット検索数とし、
下記のモデルを推定する。 
 
S(t) = α+βN(t)+γG(t)+ (t)  (式１) 
 
S(t): 硫化水素自殺者数、N(t): 新聞報
道数、G(t): インターネット検索数, 
ϵ(t):誤差項 

 
N(t)、G(t)はともに (t)と関連する内生変

数である。S(t-1), S(t-2) ・・・を操作変
数(instrumental variable)とする一般化モ
ーメント法(generalized method of moments, 
GMM)4)を（式１）に適用し、N(t)→S(t)、G(t)
→S(t)の因果関係だけを抽出する。また、比
較のために通常の最小二乗法(ordinary 
least squares, OLS)を(式 1)に適用した結果
も併記する。 
 
③ 出産リスクに対する一般国民の反応 
出産のリスクに対する意識について、2004

年に福島県立大野病院で帝王切開手術中に
妊婦が死亡した事件を事例に、一般国民を対
象とした Webアンケート調査を 2009年 11月
26日に実施した。約 100万人のモニターから、
1020件の有効回答を得た。 
 

(4) 過剰反応の発生予測に基づくコミュニ
ケーション手法の開発 

健康被害リスクに対する報道機関、一般国
民の認知特性に基づき、ゴースト効果発生を
防ぐためのコミュニケーション手法につい
て検討した。 
 
４．研究成果 
(1) 過剰反応の発生状況の定量分析 
① 社会反応の定量化 
医療に関する健康危機事件では、タミフル

使用禁止が指数①、②ともに最大となった。
次に大きかったのは、指数①、②ともタミフ
ル異常行動との関連疑いであった。 



 

 

表 2 社会反応指数  
タミフル　健康被
害との関連疑い
(2005/11/7～)

タミフル　異常行
動との関連疑い
(2007/2/28～)

タミフル　使用禁
止

(2007/3/20～)

中国製やせ薬
(2002/7/13～)

90 134 168 71

83,443 102,935 126,682 49,321

27/31 26/30 29/31 23/29

指数① 0.40% 0.51% 0.61% 0.24%

(0.18) (0.23) (0.27) (0.11)

1.93% 2.56% 3.21% 0.86%

(0.42) (0.56) (0.70) (0.19)

145.0 Imp 194.5 Imp 241.5 Imp 97.9 Imp

(0.16) (0.21) (0.26) (0.11)

分析項目
［単位］

記事件数［件］

文字数［文字］

掲載日数/発行日数*

全紙面

1面

指数②

福島大野病院
事件　発生期

(2004/12/17～)

福島大野病院
事件　執刀医逮
捕(2006/2/18

～)

奈良産科タライ
回し事件　大淀
病院事件発生
(2006/8/16～)

奈良産科タライ
回し事件　大淀
病院事件報道

(2006/10/17～)

奈良産科タライ
回し事件　搬送
中の妊婦が死
産(2007/8/29

～)

都立墨東病院
事件

(2008/10/22～)

杏林大学病院
事件

(2008/11/5～)

0 16 0 13 21 99 15

0 11,761 0 9,116 22,190 89,992 13,845

0/30 8/31 0/30 9/30 10/30 20/30 9/30

指数① 0.00% 0.06% 0.00% 0.05% 0.11% 0.45% 0.07%

(0.00) (0.03) (0.00) (0.02) (0.05) (0.20) (0.03)

0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.15% 0.74% 0.00%

(0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.03) (0.16) (0.00)

0.0 Imp 22.7 Imp 0.0 Imp 18.0 Imp 36.5 Imp 157.7 Imp 24.1 Imp

(0.00) (0.02) (0.00) (0.02) (0.04) (0.17) (0.03)

*新聞休刊日を除く。（）内はBSEを1としたときの相対値。

分析項目
［単位］

1面

指数②

記事件数［件］

文字数［文字］

掲載日数/発行日数*

全紙面

 

医療に関する健康危機事件では、タミフル
に対する社会の反応が最も高い結果となっ
た。これは、出産やダイエットをする人を対
象とした他の事件と比べると、リスクの対象
者が子供とより幅広いため、より広く社会の
関心を集めたことが原因にあると考えられ
る。 
 

② タミフルに関する医師意識調査 
多くの医師がタミフルの効果に肯定的、タ

ミフル服用と小児の異常行動との因果関係
には否定で期であるにもかかわらず、小児
（アンケートでは 12歳を想定）の患者には
タミフルを処方しない医師が多かった。これ
は、医師が調査当時のタミフルに対する否定
的な世論に配慮した処方を行っていた結果
であると考えられる。 
図 2 小児に対するタミフルの有効性を支
持するか 

37.1 50.0 10.5 2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

支持する どちらかといえば支持する

どちらかといえば支持しない 支持しない  
図 3 タミフル服用と小児の異常行動との
因果関係を支持するか 
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図 4 小児（12 歳）のインフルエンザ患者
にタミフルを処方するか 

11.3 27.4 61.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

タミフル服用をすすめる

タミフル服用をすすめないが、特に患者の希望があれば処方する

タミフル服用をすすめないし、特に患者の希望があっても処方しない  
 

(2) 報道機関における過剰反応の特性把握 
① 医療に関する健康被害の論調の推移 
医療事故に関する記事は、2002年の 1913

年をピークに減少傾向である一方で、医師不
足に関する記事は、2005年以降急激に増加し
ている。2006年で医療事故に関する記事数
（1384件）と医師不足に関する記事数（1487
件）の逆転が起こっている。2006年以前は医
療に関する健康被害については「医療事故」
としてとらえる傾向が主であったが、2006年
から医療に関する健康被害を「医師不足」と
いう社会問題と関連してとらえる見方が出
てきたと考えられる。 

図 5 新聞記事数の推移 
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② 健康被害発生時における事実関係の発生
と公的発表、報道量・論調の変化の関係 
発生当初、各紙は 2006年に発生した大淀

病院事件と関連付け、初報では「たらい回し」
のキーワードで一斉に医療側を避難する記
事を掲載した。報道された記事数は、発生翌
日の 2007年 8月 30日にピークを迎える。 
しかし、2007年 8月 31日、二度の受入れ

要請を受けながら、女性の搬送を受入れなか
った奈良県立医科大学から、当日夜間の産科
医の勤務状況が発表され、救急の受入れに対
応できる状況ではなかったことが明らかに
なった。その後、「医師不足」や「救急医療
システムの不備」などに記事の内容がシフト
し、報道は徐々に収束する。 
2007年 8月 12日以降の報道は、別の救急

搬送に関する事件や関連する話題（厚生労働
省の動き、飛び込み出産）などで、関連事件
で紹介される記事にとどまっている。 
奈良産科たらい回し事件では、当初は「受

入れられる状況であったのに受入れを拒否
した」として、医療者を非難する報道が発生
したが、当日の産科医の勤務状況の公表によ
り「受入れられない」状況であったことが明
らかになり、論調が変化した。 
初期の段階で適切な情報提供を行ったこ

とが報道の「火消し」として機能し、マスメ
ディアによるメディアスクラムを回避でき
たと考えられる。 



 

 

図 6 奈良県橿原市妊婦死産事件の経過 
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受入れ拒否（医療側を避難） 産科医不足

救急医療システムの不備（行政を非難） 厚労省の動き

事実関係の報道 飛び込み出産

別事件

2007.8.31
・奈良県立医科大学が当日の産科医の勤務状
況を公表
　【各誌の論調】産科医不足、救急医療システ
ムの不備へ論点がシフト

 
(3) 一般消費者における過剰反応の再現性

の検証手法の確立 
① 前立腺がん検診に関する不利益情報提供

による受診者の選好の変化 
Groups A および B に患者背景因子の差異

は認められなかった。 
図 7 は両グループの受諾率曲線を示す。平

均支払意思額は Group A が$31.1 [95% 信頼
区 間 : 29.5–32.7] 、 Group B が  $25.1 
[23.6–26.6]であり、後者が有意に低かった P 
< 0.01).  
図 7 受諾率曲線 

 
表３はワイブル回帰分析の結果を示す。前

立腺がん検診に対する支払意思額は、高齢、
受診歴あり、高収入のケースほど有意に高い
値を示した。これらの要因を同時に調整した
後も、支払意思額は Group A に比較して 
Group B が有意に低かった (P < 0.01)。 
表３ ワイブル回帰分析の結果 

 Coefficient P value 
Groups (Group 
A=1, Group B=0) 0.33  <0.01  
年齢 (60–69 歳=1, 
50–59 歳=0) 0.32  <0.01  
PSA 検診受診歴
(Yes=1, No=0) 0.29  <0.01  
入院歴(Yes=1, 
No=0) 0.13  0.03  
がん家族歴 
(Yes=1, No=0) 0.09  0.16  
平均年収 (ドル) 0.19  <0.01  
σ 1.06 <0.01 
Log likelihood -2329 

Group A の WTP（$31.1）は不利益情報が
提供されない状況での金額であり、前立腺が
ん検診の真の経済的価値を過大評価したも
のである。それに対して Group B の WTP 
（$25.1）は、利益・不利益情報の両方が提
供された状況での金額であり、前立腺がん検
診の真の価値を反映するものである。 
注目すべきはむしろ、不利益情報を与えら

れてもWTPが$6相当しか低下しなかった点
である。検診対象年齢男性は前立腺がん検診
による死亡率減少効果を重視しており、さま
ざまな不利益があったとしても、依然として
前立腺がん検診に対して高い選好を示すも
のといえる。 
 
② 硫化水素自殺―報道とアウトブレイクの

関連性 
硫化水素自殺数、新聞報道数、インターネッ
ト検索数の粗集計 
2008 年度の硫化水素自殺数、新聞報道数、

インターネット検索数の時系列推移を図 8に
示す。いずれも 4月から 5月にかけてピーク
を認めた。 
図 8 2008 年における硫化水素自殺数、新
聞報道数、インターネット検索数の推移  
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統計分析 
（式１）の GMM による推計結果、および OLS

による推計結果を表４に示す。GMM による推
計結果から、新聞報道数の増加→硫化水素自
殺者数の増加という因果関係が示された。し
かし、インターネット検索数の増加→硫化水
素自殺者数の増加という因果関係は認めら
れなかった。 
表４ GMM および OLSによる推計結果 
S(t) = α+βN(t)+γG(t)+ϵ(t) 
S(t): 硫化水素自殺者数、N(t): 新聞報道数、
G(t): インターネット検索数 
 GMM OLS 

constant(α) 
12.5*[6.2, 
18.7] 

13.5*[10.2, 
21.0] 

新聞報道数(β) 
0.84*[0.28, 
5.3] 

0.29[-0.28, 
0.64] 

インターネット
検索数(γ) 

-0.75[-19.3, 
0.45] 

0.35[-0.62, 
0.92] 

R2 0.56 0.28 
*: P<0.05 ,  [ ]: 95%信頼区間 



 

 

 
本研究結果の図 1に示した報道数と自殺数の
時系列推移だけを見ても、報道量増加と自殺
増加の直接の因果関係は不明である。逆に硫
化水素自殺の増加につづく報道数や検索数
の増加も考えられる。このような同時性バイ
アス(simultaneous causality)の問題を克服
するために、本研究では過去の時点の自殺者
数を操作変数とする一般化モーメント法を
用いた。その結果、確かに新聞報道数が硫化
水素自殺数を増加させたことが実証された。 
一方で、インターネット検索数と自殺数に有
意な因果関係は認められなかった。その理由
について、今回の推計結果からは明らかにで
きない。しかしいくつかのケースが考えられ
よう。すなわち、①明確な自殺企図があって、
その手段をインターネット検索し、実際に自
殺遂行に至ったケースの他に、②自殺企図は
ないが、報道で興味を持ち単に検索したのみ
のケース、③硫化水素による自殺を計画して、
インターネット検索によりその手段に関す
る情報にたどり着いたが、同時に硫化水素自
殺に伴う身体的な苦痛や、周囲への影響など
の情報も併せて知り、硫化水素自殺の遂行を
思いとどまったケース、などが考えられる。 
 
③ 出産リスクに対する一般国民の反応 
大野病院事件について、63.1％の人が執刀

医の逮捕は妥当と回答したが、64.4％の人が
起訴は妥当でない、67.1％の人が執刀医の無
罪判決は妥当であると回答している。多くの
人が医療現場での死亡事故への第三者の介
入は肯定しているが、大野病院事件に対して
は刑事罰は妥当でないと判断されている。 

図 9 出産リスクに対する一般国民の意識 
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はい いいえ  
(4) 過剰反応の発生予測に基づくコミュニ

ケーション手法の開発 
医療関連の事故、事件については専門的知

識が事件の構成要素となることがあり、報道
機関や一般国民と専門家との間で理解に齟
齬が生じ、社会的に過剰な反応が発生してい
る。事件の発生時において、報道機関や一般
国民の間で誤解されている内容を早急に特
定し、誤解を解消する情報を提供することに
より、社会の過剰反応を抑えることができる。 
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